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回次
第70期

中間会計期間
第69期

会計期間
自2025年４月１日
至2025年９月30日

自2024年４月１日
至2025年３月31日

売上高 （百万円） 15,739 31,644

経常利益 （百万円） 1,528 3,338

中間（当期）純利益 （百万円） 1,664 2,023

持分法を適用した場合の投資利

益
（百万円） － －

資本金 （百万円） 3,358 3,358

発行済株式総数 （株） 21,500,000 21,500,000

純資産額 （百万円） 40,135 39,001

総資産額 （百万円） 46,563 45,150

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 80.69 96.60

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） － －

１株当たり配当額 （円） 30.00 57.00

自己資本比率 （％） 86.2 86.4

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 1,021 －

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △134 －

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △1,273 －

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（百万円） 9,737 －

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１．当社は、2025年４月１日付けで当社の完全子会社であったＱＳＯインダストリアル株式会社を吸収合併した

ことにより連結子会社が存在しなくなったため、当中間会計期間より中間連結財務諸表を作成しておりませ

ん。このため、当中間会計期間及び前事業年度は、提出会社の経営指標等を記載しております。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４．第69期は連結財務諸表を作成しており、キャッシュ・フロー計算書を作成していないため、営業活動による

キャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び

現金同等物の期末残高は記載しておりません。

２【事業の内容】

当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

なお、2025年４月１日付けで当社の完全子会社であったＱＳＯインダストリアル株式会社を吸収合併したことに

伴い、当中間会計期間より非連結決算へ移行いたしました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業

等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当社は、2025年４月１日付けで当社の完全子会社であったＱＳＯインダストリアル株式会社を吸収合併したこ

とに伴い、当中間会計期間より非連結決算へ移行いたしました。これにより、当中間会計期間より中間連結財務

諸表を作成していないため、前年同期との比較分析は行っておりません。

当中間会計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善等により緩やかな回復基調となりましたが、物

価の継続的な上昇、米国による通商政策、円安や不安定な国際情勢の長期化による資源価格の高騰等、依然とし

て先行き不透明な状況が続いております。

このような経済状況下、当社は、給水装置事業におきましては、水道事業体が発注する配水管布設替工事へ

の、着実な当社製品の納入を継続して確保しつつ、あわせて耐震性や施工性に優れた製品の提案活動に注力いた

しました。また、主要原材料である銅の価格や電気等のエネルギー費、輸送コスト等を注視し、適切に販売価格

に反映させ収益を確保してまいりました。

住宅・建築設備事業におきましては、人口減少や物価高騰に伴う新設住宅着工戸数の低下傾向が続いていくた

め、競争激化に起因した不採算取引の抑制に加え、暖房分野の販売強化、あわせて事業体制の効率化等に努めて

まいりました。

これらの結果、当中間会計期間における売上高は157億39百万円、営業利益は14億２百万円、経常利益は15億28

百万円、中間純利益は16億64百万円となりました。なお、参考情報として前中間連結会計期間の数字と比較する

と、売上高0.1％増加、営業利益11.5％減少、経常利益8.5％減少、中間純利益は完全子会社であったＱＳＯイン

ダストリアル株式会社の吸収合併に伴う特別利益により49.4％増加となりました。

〔給水装置事業〕

　給水装置事業におきましては、適正な販売価格適用に向けた活動を継続しておりますが、資材価格や賃金上昇

等の影響が、水道事業体の発注する配水管布設替工事等へ及んでおり、あわせて新設の住宅需要も伸び悩みの状

況となっております。また、中国子会社であった前澤給装（南昌）有限公司（2025年１月１日付で全持分を譲

渡）の主要生産品の国内販売が当期は終了していることも減収要因となっております。収益面につきましては、

主要原材料である銅価格の高止まりの影響が継続しており、コスト面で厳しい事業環境となっております。これ

らの結果、当事業のセグメント売上高は83億５百万円、セグメント利益は25億49百万円となりました。なお、参

考情報として前中間連結会計期間の数字と比較すると、セグメント売上高は2.4％減少、セグメント利益は8.0％

減少となりました。

〔住宅・建築設備事業〕

　住宅・建築設備事業におきましては、新設住宅着工戸数が低下傾向に推移しておりますが、ガス会社向け暖房

部材の販売が順調に増加しております。収益面におきましては、全般的なコストは増加傾向にありますが、暖房

部材関連の販売効果や、販売価格改定効果等が現れてきております。これらの結果、当事業のセグメント売上高

は61億51百万円、セグメント利益は10億19百万円となりました。なお、参考情報として前中間連結会計期間の数

字と比較すると、セグメント売上高は3.0％増加、セグメント利益は2.7％増加となりました。

〔商品販売事業〕

　商品販売事業におきましては、住宅需要の低下傾向により樹脂商品の販売は低下いたしましたが、鋳鉄商品の

販売が増加いたしました。これらの結果、当事業のセグメント売上高は12億82百万円、セグメント利益は１億67

百万円となりました。なお、参考情報として前中間連結会計期間の数字と比較すると、セグメント売上高は3.7％

増加、セグメント利益は4.3％増加となりました。
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当中間会計期間末における総資産は、465億63百万円となり、前事業年度末に比べ14億13百万円増加しました。

これは主に、受取手形が３億66百万円、電子記録債権が１億７百万円減少しましたが、売掛金が６億58百万円、

工具、器具及び備品が２億29百万円、投資有価証券が10億円増加したこと等によるものであります。

負債は、64億27百万円となり、前事業年度末に比べ２億79百万円増加しました。これは主に、買掛金が５億17

百万円、未払費用が60百万円減少しましたが、電子記録債務が４億76百万円、繰延税金負債が４億７百万円増加

したこと等によるものであります。

純資産は、401億35百万円となり、前事業年度末に比べ11億33百万円増加しました。これは主に、自己株式の取

得により純資産が５億円減少しましたが、繰越利益剰余金が９億10百万円、その他有価証券評価差額金が７億28

百万円増加したこと等によるものであります。

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、97億37百万円となりました。

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果獲得した資金は、10億21百万円となりました。これは主に、法人税等の支払額が４億89百万

円、抱合せ株式消滅差益が５億43百万円ありましたが、税引前中間純利益が22億30百万円あったこと等によるも

のであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果支出した資金は、１億34百万円となりました。これは主に、有形固定資産の売却による収入が

２億９百万円、保険積立金の解約による収入が２億53百万円ありましたが、有形固定資産の取得による支出が５

億47百万円あったこと等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果支出した資金は、12億73百万円となりました。これは主に、配当金の支払額７億46百万円、自

己株式の取得による支出が５億26百万円あったこと等によるものであります。

(3) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

(4) 経営方針・経営戦略等

当中間会計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

(5) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間会計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はありませ

ん。

(6) 研究開発活動

当中間会計期間における当社の研究開発活動の金額は、１億67百万円であります。

なお、当中間会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(7) 経営成績に重要な影響を与える要因

当中間会計期間における当社の経営成績に重要な影響を与える要因および経営戦略の現状と見通しについて重要

な変更はありません。

３【重要な契約等】

該当事項はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 92,000,000

計 92,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
中間会計期間末現在

発行数（株）
（2025年９月30日）

提出日現在発行数
（株）

（2025年11月11日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 21,500,000 21,500,000
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数
100株

計 21,500,000 21,500,000 － －

②【発行済株式】

（注）発行済株式のうち73,227株は、譲渡制限付株式報酬として、自己株式を処分した際の現物出資（金銭債権等84百万

円）によるものです。

(2) 【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減額
（百万円）

資本準備金残高
（百万円）

2025年４月１日～

2025年９月30日
－ 21,500,000 － 3,358 － 3,711

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
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2025年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区赤坂１-８-１ 1,927 9.47

前澤工業株式会社 東京都中央区新川１-５-17 1,248 6.13

前澤化成工業株式会社 東京都中央区日本橋小網町17-10 1,248 6.13

THE HONGKONG AND SHANGHAI BANKING 

CORPORATION LIMITED - HONG KONG 

PRIVATE BANKING DIVISION CLIENT A/C 

8028-394841

（常任代理人　香港上海銀行東京支店）

LEVEL 13 HSBC MAIN BUILDING 1 QUEEN’S ROAD 

CENTRAL HONG KONG

（東京都中央区日本橋３-11-１）

1,060 5.21

日本生命保険相互会社

（常任代理人　日本マスタートラスト信

託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内１-６-６

（東京都港区赤坂１-８-１）
732 3.60

前澤給装工業従業員持株会 東京都目黒区鷹番２-14-４ 560 2.75

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 

505103

(常任代理人　株式会社みずほ銀行　決

済営業部）

ONE CONGRESS STREET, SUITE 1, BOSTON,

MASSACHUSETTS

（東京都港区港南２-15-１）

489 2.40

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海１-８-12 487 2.39

第一生命保険株式会社

（常任代理人　株式会社日本カストディ

銀行）

東京都千代田区有楽町１-13-１

（東京都中央区晴海１-８-12）
451 2.22

株式会社阿部製作所 新潟県柏崎市茨目２-２-52 380 1.87

計 － 8,584 42.17

(5) 【大株主の状況】

（注）１.　上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数のうち信託業務に係る株式数は1,927千

株であります。なお、その内訳は、年金信託設定分60千株、投資信託設定分870千株、その他信託分996千株で

あります。

２.　上記株式会社日本カストディ銀行（信託口）の所有株式数のうち信託業務に係る株式数は485千株でありま

す。なお、その内訳は、年金信託設定分17千株、投資信託設定分366千株、その他信託分102千株であります。

３.　2022年12月９日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、重田光時氏が2022年12月２日現在

で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2025年９月30日現在における実質所有株

式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

　なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。

　　大量保有者　　　　重田光時

　　住所　　　　　　　香港、銅鑼灣、怡和街

　　保有株券等の数　　1,340,300株

　　株券等の保有割合　5.83％
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2025年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,141,900 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 20,342,500 203,425 －

単元未満株式 普通株式 15,600 － －

発行済株式総数 21,500,000 － －

総株主の議決権 － 203,425 －

(6) 【議決権の状況】

①【発行済株式】

2025年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

前澤給装工業株式会社 東京都目黒区鷹番２-14-４ 1,141,900 － 1,141,900 5.31

計 － 1,141,900 － 1,141,900 5.31

②【自己株式等】

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について
　当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、財務諸表等規則第１

編及び第３編の規定により第１種中間財務諸表を作成しております。

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間（2025年４月１日から2025年９月30日

まで）に係る中間財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による期中レビューを受けております。

３．中間連結財務諸表について
　当社は、子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。
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（単位：百万円）

前事業年度
（2025年３月31日）

当中間会計期間
（2025年９月30日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,834 9,737

受取手形 803 437

売掛金 3,627 4,286

電子記録債権 6,466 6,358

有価証券 200 200

商品及び製品 7,013 7,124

仕掛品 82 72

原材料及び貯蔵品 1,199 1,152

前払費用 84 129

その他 231 199

流動資産合計 29,544 29,697

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 1,865 1,792

構築物（純額） 28 39

機械及び装置（純額） 910 869

車両運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品（純額） 173 403

土地 4,484 4,455

建設仮勘定 238 374

有形固定資産合計 7,702 7,935

無形固定資産

ソフトウエア 393 445

のれん 197 177

その他 1 1

無形固定資産合計 593 625

投資その他の資産

投資有価証券 5,512 6,513

関係会社株式 6 －

従業員長期貸付金 3 4

破産更生債権等 － 1

長期前払費用 65 68

保険積立金 1,650 1,648

その他 74 73

貸倒引当金 △3 △4

投資その他の資産合計 7,310 8,305

固定資産合計 15,605 16,865

資産合計 45,150 46,563

１【中間財務諸表】

（１）【中間貸借対照表】
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（単位：百万円）

前事業年度
（2025年３月31日）

当中間会計期間
（2025年９月30日）

負債の部

流動負債

買掛金 2,653 2,136

電子記録債務 732 1,209

未払金 508 491

返金負債 11 55

未払費用 154 93

未払法人税等 539 530

預り金 20 21

前受収益 1 －

リース債務 1 1

賞与引当金 269 282

役員賞与引当金 40 15

流動負債合計 4,934 4,837

固定負債

繰延税金負債 709 1,116

退職給付引当金 438 407

リース債務 5 5

その他 60 61

固定負債合計 1,213 1,590

負債合計 6,148 6,427

純資産の部

株主資本

資本金 3,358 3,358

資本剰余金

資本準備金 3,711 3,711

その他資本剰余金 4 －

資本剰余金合計 3,715 3,711

利益剰余金

利益準備金 839 839

その他利益剰余金

別途積立金 21,000 21,000

繰越利益剰余金 8,689 9,599

利益剰余金合計 30,529 31,439

自己株式 △943 △1,443

株主資本合計 36,660 37,065

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 2,341 3,070

評価・換算差額等合計 2,341 3,070

純資産合計 39,001 40,135

負債純資産合計 45,150 46,563
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（単位：百万円）

当中間会計期間
（自　2025年４月１日

至　2025年９月30日）

売上高 15,739

売上原価 11,023

売上総利益 4,715

販売費及び一般管理費 ※ 3,313

営業利益 1,402

営業外収益

受取配当金 90

その他 39

営業外収益合計 129

営業外費用

雑損失 3

営業外費用合計 3

経常利益 1,528

特別利益

固定資産売却益 36

投資有価証券売却益 153

抱合せ株式消滅差益 543

特別利益合計 733

特別損失

減損損失 4

固定資産除却損 26

特別損失合計 31

税引前中間純利益 2,230

法人税、住民税及び事業税 484

法人税等調整額 81

法人税等合計 566

中間純利益 1,664

（２）【中間損益計算書】
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（単位：百万円）

当中間会計期間
（自　2025年４月１日

至　2025年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間純利益 2,230

減価償却費 307

のれん償却額 19

賞与引当金の増減額（△は減少） 10

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △25

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1

退職給付引当金の増減額（△は減少） △42

株式報酬費用 13

受取利息及び受取配当金 △99

保険解約返戻金 △9

保険解約損益（△は益） 8

投資有価証券売却損益（△は益） △153

売上債権の増減額（△は増加） △154

棚卸資産の増減額（△は増加） △52

未収入金の増減額（△は増加） 10

仕入債務の増減額（△は減少） △46

未払又は未収消費税等の増減額 22

減損損失 4

抱合せ株式消滅差損益（△は益） △543

その他 △96

小計 1,404

利息及び配当金の受取額 99

法人税等の還付額 5

法人税等の支払額 △489

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,021

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の償還による収入 100

投資有価証券の取得による支出 △0

投資有価証券の売却による収入 212

有形固定資産の取得による支出 △547

有形固定資産の売却による収入 209

有形固定資産の除却による支出 △19

無形固定資産の取得による支出 △92

会員権の売却による収入 1

保険積立金の契約による支出 △250

保険積立金の解約による収入 253

貸付けによる支出 △0

貸付金の回収による収入 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △134

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △0

配当金の支払額 △746

自己株式の取得による支出 △526

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,273

現金及び現金同等物に係る換算差額 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △386

現金及び現金同等物の期首残高 9,834

連結子会社の合併による現金及び現金同等物の増減

額（△は減少）
289

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 9,737

（３）【中間キャッシュ・フロー計算書】

- 11 -

2025/11/12 10:00:54／25274549_前澤給装工業株式会社_半期報告書（法24条の5第1項の表の第1号又は第2号に基づくもの）



 当中間会計期間
(自  2025年４月１日

　至  2025年９月30日)

従業員給与手当 847百万円

賞与引当金繰入額 205

役員賞与引当金繰入額 15

貸倒引当金繰入額 1

退職給付費用 99

【注記事項】

（中間損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

当中間会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

現金及び預金勘定 9,737百万円

現金及び現金同等物 9,737

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりであり

ます。

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月26日

定時株主総会
普通株式 746 36 2025年３月31日 2025年６月27日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年11月11日

取締役会
普通株式 610 30 2025年９月30日 2025年12月３日 利益剰余金

（株主資本等関係）

当中間会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

２．株主資本の著しい変動

当社は、2025年８月７日開催の取締役会決議に基づき、自己株式400,000株の取得を行い、当中間会計期

間において自己株式が５億26百万円増加しています。

また、2025年７月24日の取締役会決議に基づき、譲渡制限付株式報酬としての自己株式20,463株の処分を

行い、当中間会計期間において自己株式が25百万円減少しました。

この結果、当中間会計期間末において自己株式が14億43百万円となっております
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（企業結合等関係）

（連結子会社の吸収合併）

１　取引の概要

(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容

結合企業（存続会社）

名称　　　　前澤給装工業株式会社

事業の内容　水道用給水装置機材器具の製造・販売

被結合企業（消滅会社）

名称　　　　ＱＳＯインダストリアル株式会社

事業の内容　給水給湯配管部材販売、配管工事請負

(2) 企業結合日

2025年４月１日

(3) 企業結合の法的形式

当社を存続会社とし、ＱＳＯインダストリアル株式会社を消滅会社とする吸収合併

(4) 結合後企業の名称

前澤給装工業株式会社

(5) その他取引の概要に関する事項

当社は、住宅・建築設備事業の拡大を目指し、1997年３月に、同事業分野の販売にノウハウを持つ

藤伸商事株式会社（現ＱＳＯインダストリアル株式会社）に出資しました。その後、当社におきまし

ては同事業を順調に拡大させることとなりましたが、現段階におきましてはＱＳＯインダストリアル

株式会社と販売チャネルを含む事業全般において、重複している部分が多く、事業の効率化を目指す

ことを目的として、吸収合併いたしました。

２　実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に基

づき、共通支配下の取引として処理しております。

（単位：百万円）

報告セグメント
調整額

（注）１

中間

損益

計算書

計上額

（注）２
給水装置事業

住宅・建築

設備事業
商品販売事業 計

売上高

外部顧客への売上高 8,305 6,151 1,282 15,739 － 15,739

セグメント間の内部売上高

または振替高
－ － － － － －

計 8,305 6,151 1,282 15,739 － 15,739

セグメント利益 2,549 1,019 167 3,736 △2,334 1,402

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当中間会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

（注）１．セグメント利益の調整額△2,334百万円は、各報告セグメントに配分されていない全社費用であります。全社

費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

２．セグメント利益は、中間損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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報告セグメント

合計
給水装置事業

住宅・建築

設備事業
商品販売事業

北海道 404 364 143 912

東北 808 354 181 1,343

関東 3,329 3,350 525 7,204

中部 1,439 414 264 2,117

近畿 892 1,172 19 2,083

中国・四国 733 149 87 970

九州 697 345 62 1,105

外部顧客への売上高 8,305 6,151 1,282 15,739

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当中間会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

（単位：百万円）

（注）営業拠点の所在地を基準に集計しております。

当中間会計期間
（自　2025年４月１日

至　2025年９月30日）

１株当たり中間純利益 80円69銭

（算定上の基礎）

中間純利益（百万円） 1,664

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式に係る中間純利益（百万円） 1,664

普通株式の期中平均株式数（千株） 20,629

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

　2025年11月11日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　（イ）配当金の総額…………………………………………610百万円

　（ロ）１株当たりの金額……………………………………30円00銭

　（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日……………2025年12月３日

（注）2025年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

- 14 -

2025/11/12 10:00:54／25274549_前澤給装工業株式会社_半期報告書（法24条の5第1項の表の第1号又は第2号に基づくもの）



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の中間財務諸表に対する期中レビュー報告書

2025年11月11日

前澤給装工業株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 細　矢　 　　聡

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 村　松　 通　子

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている前澤給装工業株

式会社の2025年４月１日から2026年３月31日までの第70期事業年度の中間会計期間（2025年４月１日から2025年９月30日

まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間キャッシュ・フロー計算書及び注記につ

いて期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠して、前澤給装工業株式会社の2025年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計

期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認め

られなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載されてい

る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定

を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人

は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

中間財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるかど

うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する

必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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※１　上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

※２　XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。

中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間財務諸

表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付

ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間財務

諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、中間財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レ

ビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。

・中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していな

いと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び

内容、並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められない

かどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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